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条 例

特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 五 年 十 一 月 二 十 九 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 九 号

特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 九 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 四 条 の 二 を 次 の よ う に 改 め る 。

（ 退 職 手 当 ）

第 四 条 の 二 専 任 副 管 理 者 の 退 職 手 当 は 、 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 ） の 適 用

を 受 け る 職 員 の 例 に よ り 支 給 す る 。 た だ し 、 同 条 例 第 二 条 の 三 中 「 基 本 額 に 、 第 六 条 の 規 定 に よ り 計 算 し た 退 職 手 当 の 調

整 額 を 加 え て 得 た 額 」 と あ る の は 「 基 本 額 」 と 、 同 条 例 第 五 条 第 一 項 中 「 、 定 年 に 達 し た こ と に よ り 退 職 し た 者 若 し く は

こ れ に 準 ず る 理 由 そ の 他 そ の 者 の 事 情 に よ ら な い 理 由 に よ り 退 職 し た 者 で 管 理 者 が 定 め る も の 」 と あ る の は 「 、 任 期 満 了

に よ り 退 職 し た 者 、 専 任 副 管 理 者 と し て 四 年 を 超 え て 在 職 し た 後 退 職 し た 者 」 と 、 同 条 第 三 項 中 「 前 二 項 」 と あ る の は

「 公 務 上 の 傷 病 若 し く は 死 亡 に よ り 退 職 し た 者 又 は 前 項 」 と す る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 六 年 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の 特 別 職 の 職 員 の 給 与 等 に 関 す る 条 例 の 規 定 は 、 こ の 条 例 の 施 行 の 日 以 後 の 退 職 に 係 る 退 職 手 当

に つ い て 適 用 し 、 同 日 前 の 退 職 に 係 る 退 職 手 当 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

（ 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 改 正 ）

３ 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 中 「 第 四 条 の 二 第 一 項 」 を 「 第 四 条 の 二 」 に 改 め る 。

特 別 職 の 職 員 及 び 職 員 の 給 与 の 特 例 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 五 年 十 一 月 二 十 九 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 十 号

特 別 職 の 職 員 及 び 職 員 の 給 与 の 特 例 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

特 別 職 の 職 員 及 び 職 員 の 給 与 の 特 例 に 関 す る 条 例 （ 平 成 二 十 五 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。
第 三 条 中 「 特 例 期 間 」 を 「 平 成 二 十 五 年 十 二 月 一 日 か ら 平 成 二 十 六 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 （ 以 下 「 特 定 期 間 」 と い う 。 ） 」

に 改 め 、 「 第 六 条 」 の 下 に 「 、 第 二 十 一 条 の 八 」 を 加 え 、 同 条 第 一 号 中 「 百 分 の 二 」 を 「 百 分 の 五 」 に 改 め 、 同 条 第 二 号 中

「 百 分 の 一 」 を 「 百 分 の 四 」 に 改 め 、 同 条 に 次 の 一 号 を 加 え る 。

三 前 二 号 に 掲 げ る 職 員 以 外 の 職 員 百 分 の 三
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第 三 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

（ 地 域 手 当 の 月 額 の 特 例 ）

第 四 条 特 定 期 間 に お け る 地 域 手 当 （ 専 任 副 管 理 者 に 対 し て 支 給 す る 地 域 手 当 を 除 く 。 以 下 同 じ 。 ） の 月 額 は 、 給 与 条 例 第 十

条 の 二 の 規 定 に か か わ ら ず 、 同 条 の 規 定 に よ り 支 給 さ れ る こ と と な る 額 に 、 給 料 の 月 額 に 百 分 の 二 を 乗 じ て 得 た 額 を 加 え

た 額 と す る 。 た だ し 、 給 与 条 例 に 規 定 す る 手 当 の 額 の 算 出 の 基 礎 と な る 地 域 手 当 の 月 額 及 び 給 与 条 例 第 十 九 条 に 規 定 す る

一 時 間 当 た り の 給 与 額 の 算 出 の 基 礎 と な る 地 域 手 当 の 月 額 （ 給 与 条 例 第 十 三 条 の 規 定 に よ り 減 額 す る 場 合 の そ の 算 出 の 基

礎 と な る も の を 除 く 。 ） は 、 給 与 条 例 第 十 条 の 二 の 規 定 に よ り 支 給 さ れ る こ と と な る 額 と す る 。

附 則

こ の 条 例 は 、 平 成 二 十 五 年 十 二 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 五 年 十 一 月 二 十 九 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 十 一 号

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 三 十 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 の 二 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

（ 一 般 の 退 職 手 当 ）

第 二 条 の 三 退 職 し た 者 に 対 す る 退 職 手 当 の 額 は 、 次 条 、 第 五 条 及 び 第 五 条 の 二 の 規 定 に よ り 計 算 し た 退 職 手 当 の 基 本 額 に 、

第 六 条 の 規 定 に よ り 計 算 し た 退 職 手 当 の 調 整 額 を 加 え て 得 た 額 と す る 。

第 三 条 の 見 出 し 中 「 退 職 手 当 」 の 下 に 「 の 基 本 額 」 を 加 え 、 同 条 第 一 項 及 び 第 二 項 中 「 の 額 」 を 「 の 基 本 額 」 に 改 め る 。

第 五 条 の 見 出 し 中 「 退 職 手 当 」 の 下 に 「 の 基 本 額 」 を 加 え 、 同 条 第 一 項 中 「 の 額 」 を 「 の 基 本 額 」 に 改 め 、 同 条 第 二 項 中

「 勤 続 期 間 二 十 年 以 上 で 」 を 削 り 、 「 退 職 し た 者 」 の 下 に 「 （ 公 務 外 の 傷 病 に よ り 退 職 し た 者 に あ つ て は 、 勤 続 期 間 二 十 年 以

上 の 者 に 限 る 。 ） 」 を 加 え 、 「 額 」 を 「 基 本 額 」 に 改 め 、 同 条 第 三 項 中 「 の 額 」 を 「 の 基 本 額 」 に 改 め る 。

第 五 条 の 二 の 見 出 し 中 「 退 職 手 当 」 の 下 に 「 の 基 本 額 」 を 加 え る 。

第 六 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

（ 退 職 手 当 の 調 整 額 ）

第 六 条 退 職 し た 者 に 対 す る 退 職 手 当 の 調 整 額 は 、 そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 初 日 の 属 す る 月 か ら そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 末

日 の 属 す る 月 ま で の 各 月 （ 休 職 （ 刑 事 事 件 に 関 し 起 訴 さ れ た 場 合 及 び 地 方 公 務 員 法 第 五 十 五 条 の 二 第 一 項 た だ し 書 又 は 地

方 公 営 企 業 等 の 労 働 関 係 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 二 十 七 年 法 律 第 二 百 八 十 九 号 ） 第 六 条 第 一 項 た だ し 書 の 許 可 を 受 け た 場 合

（ 以 下 「 専 従 休 職 」 と い う 。 ） に 限 る 。 ） 、 停 職 、 地 方 公 務 員 の 育 児 休 業 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 三 年 法 律 第 百 十 号 ） の 規 定 に

よ る 育 児 休 業 （ 以 下 「 育 児 休 業 」 と い う 。 ） そ の 他 こ れ ら に 準 ず る 理 由 に よ り 現 実 に 職 務 を と る こ と を 要 し な い 月 （ 現 実 に

職 務 を と る こ と を 要 す る 日 の あ つ た 月 を 除 く 。 ） の う ち 管 理 者 が 定 め る も の を 除 く 。 ） ご と に 当 該 各 月 に そ の 者 が 属 し て い

た 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ て 当 該 各 号 に 定 め る 額 （ 以 下 「 調 整 月 額 」 と い う 。 ） の う ち そ の 額 が 最 も 多 い も の か

ら 順 次 そ の 順 位 を 付 し 、 そ の 第 一 順 位 か ら 第 六 十 順 位 ま で の 調 整 月 額 （ 当 該 各 月 の 月 数 が 六 十 月 に 満 た な い 場 合 に は 、 当

該 各 月 の 調 整 月 額 ） を 合 計 し た 額 と す る 。

一 第 一 号 区 分 五 万 円

二 第 二 号 区 分 四 万 五 千 八 百 五 十 円

三 第 三 号 区 分 四 万 千 七 百 円

四 第 四 号 区 分 三 万 三 千 三 百 五 十 円

五 第 五 号 区 分 二 万 五 千 円

六 第 六 号 区 分 二 万 八 百 五 十 円

七 第 七 号 区 分 一 万 六 千 七 百 円

八 第 八 号 区 分 零

２ こ の 条 に お い て 「 基 礎 在 職 期 間 」 と は 、 そ の 者 に 係 る 退 職 （ こ の 条 例 そ の 他 の 条 例 の 規 定 に よ り 、 こ の 条 例 の 規 定 に よ

る 退 職 手 当 を 支 給 し な い こ と と し て い る 退 職 を 除 く 。 ） の 日 以 前 の 期 間 の う ち 、 次 に 掲 げ る 在 職 期 間 に 該 当 す る も の （ 当 該

期 間 中 に こ の 条 例 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 の 支 給 を 受 け た こ と が あ る 場 合 に お け る 当 該 退 職 手 当 に 係 る 退 職 の 日 以 前 の 期 間

及 び 次 条 第 七 項 の 規 定 に よ り 職 員 と し て の 引 き 続 い た 在 職 期 間 の 全 期 間 が 切 り 捨 て ら れ た こ と 又 は 第 十 四 条 第 一 項 若 し く

は 第 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 一 般 の 退 職 手 当 等 （ 第 二 条 の 三 及 び 第 十 条 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 全

部 を 支 給 し な い こ と と す る 処 分 を 受 け た こ と に よ り 一 般 の 退 職 手 当 等 の 支 給 を 受 け な か つ た こ と が あ る 場 合 に お け る 当 該

一 般 の 退 職 手 当 等 に 係 る 退 職 の 日 以 前 の 期 間 を 除 く 。 ） を い う 。

一 職 員 と し て の 引 き 続 い た 在 職 期 間

二 次 条 第 五 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 と し て の 引 き 続 く 勤 続 期 間 に 通 算 さ れ る 在 職 期 間

３ 退 職 し た 者 の 基 礎 在 職 期 間 に 次 条 第 五 項 各 号 に 掲 げ る 期 間 が 含 ま れ る 場 合 に お け る 第 一 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 そ

の 者 は 、 管 理 者 が 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 期 間 に お い て 職 員 と し て 在 職 し て い た も の と み な す 。

４ 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 は 、 職 務 の 級 そ の 他 職 員 の 職 務 の 複 雑 、 困 難 及 び 責 任 の 度 等 を 考 慮 し て 、 管 理 者 が 定 め

る 。

５ 次 の 各 号 に 掲 げ る 者 に 対 す る 退 職 手 当 の 調 整 額 は 、 第 一 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 当 該 各 号 に 定 め る 額 と す る 。

一 退 職 し た 者 の う ち 自 己 都 合 退 職 者 （ 傷 病 又 は 死 亡 に よ ら ず に そ の 者 の 都 合 に よ り 退 職 し た 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 以 外

の も の で そ の 勤 続 期 間 が 五 年 以 上 二 十 四 年 以 下 の も の 第 一 項 第 一 号 か ら 第 六 号 ま で 又 は 第 八 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に

あ つ て は 当 該 各 号 に 定 め る 額 、 同 項 第 七 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に あ つ て は 零 と し て 、 同 項 の 規 定 を 適 用 し て 計 算 し た 額

二 退 職 し た 者 の う ち 自 己 都 合 退 職 者 以 外 の も の で そ の 勤 続 期 間 が 一 年 以 上 四 年 以 下 の も の 前 号 の 規 定 に よ り 計 算 し た
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額 の 二 分 の 一 に 相 当 す る 額

三 退 職 し た 者 の う ち 自 己 都 合 退 職 者 以 外 の も の で そ の 勤 続 期 間 が 零 の も の 零

四 自 己 都 合 退 職 者 で そ の 勤 続 期 間 が 十 年 以 上 二 十 四 年 以 下 の も の 第 一 号 の 規 定 に よ り 計 算 し た 額 の 二 分 の 一 に 相 当 す

る 額

五 自 己 都 合 退 職 者 で そ の 勤 続 期 間 が 九 年 以 下 の も の 零

６ 前 各 項 に 定 め る も の の ほ か 、 調 整 月 額 の う ち に そ の 額 が 等 し い も の が あ る 場 合 に お い て 、 調 整 月 額 に 順 位 を 付 す 方 法 そ

の 他 の 本 条 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 の 調 整 額 の 計 算 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 管 理 者 が 定 め る 。

第 七 条 第 四 項 を 次 の よ う に 改 め る 。

４ 前 三 項 の 規 定 に よ る 在 職 期 間 の う ち に 次 の 各 号 に 掲 げ る 理 由 に よ り 現 実 に 職 務 を と る こ と を 要 し な い 月 （ 現 実 に 職 務 を

と る こ と を 要 す る 日 の あ つ た 月 を 除 く 。 ） が 一 以 上 あ つ た と き は 、 当 該 各 号 に 定 め る 月 数 を 前 三 項 の 規 定 に よ り 計 算 し た 在

職 期 間 か ら 除 算 す る 。

一 休 職 （ 刑 事 事 件 に 関 し 起 訴 さ れ た 場 合 に 限 る 。 ） 、 停 職 そ の 他 こ れ ら に 準 ず る 理 由 そ の 月 数 の 二 分 の 一 に 相 当 す る 月

数
二 専 従 休 職 そ の 月 数

三 育 児 休 業 そ の 月 数 の 三 分 の 一 に 相 当 す る 月 数

第 九 条 の 二 中 「 退 職 手 当 は 」 を 「 退 職 手 当 の 基 本 額 は 」 に 改 め る 。

第 十 条 中 「 第 三 条 、 第 五 条 及 び 第 五 条 の 二 」 を 「 第 二 条 の 三 」 に 改 め る 。

第 十 一 条 中 「 一 般 の 退 職 手 当 及 び 前 条 の 規 定 に よ る 退 職 手 当 （ 以 下 「 一 般 の 退 職 手 当 等 」 と い う 。 ） 」 を 「 一 般 の 退 職 手 当

等 」 に 改 め る 。

附 則 を 附 則 第 一 項 と し 、 附 則 に 次 の 一 項 を 加 え る 。

２ 退 職 し た 者 に 対 す る 退 職 手 当 の 基 本 額 は 、 当 分 の 間 、 第 三 条 、 第 五 条 及 び 第 五 条 の 二 の 規 定 に よ り 計 算 し た 額 に そ れ ぞ

れ 百 分 の 八 十 七 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。

別 表 第 一 及 び 別 表 第 二 を 次 の よ う に 改 め る 。

別 表 第 一 （ 第 三 条 関 係 ）

勤 続
期 間

一 年
二 年

三 年
四 年

五 年
六 年

七 年
八 年

九 年
一 〇 年

備 考
一 こ の 表 の 支 給 率 欄 の 括 弧 内 の 支 給 率 は 、 公 務 外 の 傷 病 に よ り 退 職 し た 者 に 適 用 す る 。

二 支 給 率 の 最 高 限 度 は 、 五 七 ・ 〇 〇 と す る 。

支 給 率

〇 ・ 六 〇

（ 一 ・ 〇 〇 ）

一 ・ 二 〇

（ 二 ・ 〇 〇 ）

一 ・ 八 〇

（ 三 ・ 〇 〇 ）

二 ・ 四 〇

（ 四 ・ 〇 〇 ）

三 ・ 〇 〇

（ 五 ・ 〇 〇 ）

三 ・ 六 〇

（ 六 ・ 〇 〇 ）

四 ・ 二 〇

（ 七 ・ 〇 〇 ）

四 ・ 八 〇

（ 八 ・ 〇 〇 ）

五 ・ 四 〇

（ 九 ・ 〇 〇 ）

六 ・ 〇 〇

（ 一 〇 ・ 〇 〇 ）

勤 続
期 間

一 一 年

一 二 年

一 三 年

一 四 年

一 五 年

一 六 年

一 七 年

一 八 年

一 九 年

二 〇 年

支 給 率

八 ・ 八 八

（ 一 一 ・ 一 二 ）

九 ・ 七 六

（ 一 二 ・ 二 〇 ）

一 〇 ・ 六 四

（ 一 三 ・ 三 二 ）

一 一 ・ 五 二

（ 一 四 ・ 四 〇 ）

一 二 ・ 四 〇

（ 一 五 ・ 五 二 ）

一 五 ・ 四 〇

（ 一 七 ・ 一 二 ）

一 六 ・ 八 四

（ 一 八 ・ 七 二 ）

一 八 ・ 二 八

（ 二 〇 ・ 三 二 ）

一 九 ・ 七 二

（ 二 一 ・ 九 二 ）

二 三 ・ 五 二

勤 続
期 間

二 一 年

二 二 年

二 三 年

二 四 年

二 五 年

二 六 年

二 七 年

二 八 年

二 九 年

三 〇 年

支 給 率

二 五 ・ 五 二

二 七 ・ 五 二

二 九 ・ 五 二

三 一 ・ 五 二

三 三 ・ 五 二

三 五 ・ 一 二

三 六 ・ 七 二

三 八 ・ 三 二

三 九 ・ 九 二

四 一 ・ 五 二

勤 続
期 間

三 一 年

三 二 年

三 三 年

三 四 年

三 五 年

三 六 年

三 七 年

三 八 年

三 九 年

四 〇 年

以 上

支 給 率

四 二 ・ 七 二

四 三 ・ 九 二

四 五 ・ 一 二

四 六 ・ 三 二

四 七 ・ 五 二

四 八 ・ 七 二

四 九 ・ 九 二

五 一 ・ 一 二

五 二 ・ 三 二

一 年 ご と に 一 ・ 二

を 加 え た 支 給 率 と

す る 。
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別 表 第 二 第 五 条 関 係

附 則

施 行 期 日

こ の 条 例 は 平 成 二 十 六 年 一 月 一 日 以 下 施 行 日 と い う か ら 施 行 す る

経 過 措 置

施 行 日 の 前 日 現 に 在 職 す る 職 員 の う ち 施 行 日 か ら 平 成 二 十 八 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に 退 職 し た 者 に 係 る 退 職 手 当 の

額 は こ の 条 例 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 以 下 改 正 後 の 条 例 と い う の 規 定 に か か わ ら ず こ の

条 例 に よ る 改 正 前 の 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 及 び 附 則 第 五 項 の 規 定 に よ る 改 正 前 の 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条 例 昭 和 五 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 附 則 第 五 項 の 規 定 に よ り 計 算 し て 得 た 額 又 は 改 正 後 の 条

例 並 び に 附 則 第 三 項 及 び 第 四 項 の 規 定 に よ り 計 算 し て 得 た 額 の い ず れ か 少 な い 額 と す る

改 正 後 の 条 例 第 六 条 の 規 定 に よ り 退 職 手 当 の 調 整 額 を 計 算 す る 場 合 に お い て 基 礎 在 職 期 間 の 初 日 が 平 成 十 六 年 一 月 一

日 前 で あ る 者 に 対 す る 同 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 次 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 同 条 の 規 定 中 同 表 の 中 欄 に 掲 げ る 字 句 は そ

れ ぞ れ 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 字 句 に 読 み 替 え る も の と す る

改 正 後 の 条 例 附 則 第 二 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 同 項 中 百 分 の 八 十 七 と あ る の は 施 行 日 か ら 平 成 二 十 六 年 三 月

三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は 百 分 の 九 十 八 と 同 年 四 月 一 日 か ら 平 成 二 十 七 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は 百

分 の 九 十 四 と 同 年 四 月 一 日 か ら 平 成 二 十 八 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て は 百 分 の 九 十 と す る

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 一 部 改 正

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 昭 和 五 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 二 号 の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る

附 則 中 第 五 項 を 削 り 第 六 項 を 第 五 項 と し 第 七 項 を 第 六 項 と し 第 八 項 を 第 七 項 と す る

勤 続
期 間

一 年
二 年

三 年
四 年

五 年
六 年

七 年
八 年

九 年

支 給 率

一 ・ 〇 〇

二 ・ 〇 〇

三 ・ 〇 〇

四 ・ 〇 〇

五 ・ 〇 〇

六 ・ 〇 〇

七 ・ 〇 〇

八 ・ 〇 〇

九 ・ 〇 〇

勤 続
期 間

一 〇 年

一 一 年

一 二 年

一 三 年

一 四 年

一 五 年

一 六 年

一 七 年

一 八 年

支 給 率

一 〇 ・ 〇 〇

一 三 ・ 八 八

一 五 ・ 二 八

一 六 ・ 六 四

一 八 ・ 〇 〇

十 九 ・ 四 〇

二 一 ・ 四 〇

二 三 ・ 四 〇

二 五 ・ 四 〇

勤 続
期 間

一 九 年

二 〇 年

二 一 年

二 二 年

二 三 年

二 四 年

二 五 年

二 六 年

二 七 年

支 給 率

二 七 ・ 四 〇

二 九 ・ 四 〇

三 一 ・ 四 〇

三 三 ・ 四 〇

三 五 ・ 四 〇

三 七 ・ 四 〇

三 九 ・ 七 六

四 一 ・ 五 六

四 三 ・ 三 六

勤 続
期 間

二 八 年

二 九 年

三 〇 年

三 一 年

三 二 年

三 三 年

三 四 年

三 五 年

以 上

支 給 率

四 五 ・ 一 六

四 六 ・ 九 六

四 八 ・ 七 六

五 〇 ・ 五 六

五 二 ・ 三 六

五 四 ・ 一 六

五 五 ・ 九 六

五 七 ・ 〇 〇

読 み 替 え る 規 定

第 一 項

第 三 項

読 み 替 え ら れ る 字 句

そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 初 日

基 礎 在 職 期 間

読 み 替 え る 字 句

平 成 十 六 年 一 月 一 日 以 後 の そ の 者 の 基 礎 在 職

期 間 の 初 日

平 成 十 六 年 一 月 一 日 以 後 の 基 礎 在 職 期 間
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職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 五 年 十 一 月 二 十 九 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 三 号

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 一 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 の 二 第 一 項 中 「 の 各 号 」 を 削 り 、 同 条 第 二 項 中 「 の 各 号 」 を 削 り 、 同 項 第 一 号 中 「 勤 続 期 間 二 十 年 以 上 で 」 を 削 る 。

第 二 条 の 四 の 前 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 を 次 の よ う に 改 め る 。

（ 基 礎 在 職 期 間 か ら 除 く 休 職 月 等 ）

第 二 条 の 四 条 例 第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 「 管 理 者 が 定 め る も の 」 と は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 現 実 に 職 務 を と る こ と を 要 し な

い 月 （ 現 実 に 職 務 を と る こ と を 要 す る 日 の あ つ た 月 を 除 く 。 以 下 「 休 職 月 等 」 と い う 。 ） の 区 分 に 応 じ て 、 当 該 各 号 に 掲 げ

る 休 職 月 等 と す る 。

一 休 職 （ 刑 事 事 件 に 関 し 起 訴 さ れ た 場 合 に 限 る 。 ） 、 停 職 そ の 他 こ れ ら に 準 ず る 理 由 に よ り 現 実 に 職 務 を と る こ と を 要 し

な い 期 間 の あ つ た 休 職 月 等 （ 第 三 号 に 規 定 す る 現 実 に 職 務 を と る こ と を 要 し な い 期 間 の あ つ た 休 職 月 等 を 除 く 。 ） 退 職

し た 者 が 属 し て い た 条 例 第 六 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 （ 以 下 「 職 員 の 区 分 」 と い う 。 ） が 同 一 の 休 職 月 等 が あ る

休 職 月 等 に あ つ て は 職 員 の 区 分 が 同 一 の 休 職 月 等 ご と に そ れ ぞ れ そ の 最 初 の 休 職 月 等 か ら 順 次 に 数 え て そ の 月 数 の 二 分

の 一 に 相 当 す る 数 （ 当 該 相 当 す る 数 に 一 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り 上 げ た 数 ） に な る ま で に あ る 休 職 月 等 、

退 職 し た 者 が 属 し て い た 職 員 の 区 分 が 同 一 の 休 職 月 等 が な い 休 職 月 等 に あ つ て は 当 該 休 職 月 等

二 休 職 （ 専 従 休 職 に 限 る 。 ） に よ り 現 実 に 職 務 を と る こ と を 要 し な い 期 間 の あ つ た 休 職 月 等 （ 前 号 及 び 次 号 に 規 定 す る 現

実 に 職 務 を と る こ と を 要 し な い 期 間 の あ つ た 休 職 月 等 を 除 く 。 ） 当 該 休 職 月 等

三 育 児 休 業 に よ り 現 実 に 職 務 を と る こ と を 要 し な い 期 間 の あ つ た 休 職 月 等 退 職 し た 者 が 属 し て い た 職 員 の 区 分 が 同 一

の 休 職 月 等 が あ る 休 職 月 等 に あ つ て は 職 員 の 区 分 が 同 一 の 休 職 月 等 ご と に そ れ ぞ れ そ の 最 初 の 休 職 月 等 か ら 順 次 に 数 え

て そ の 月 数 の 三 分 の 一 に 相 当 す る 数 （ 当 該 相 当 す る 数 に 一 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り 上 げ た 数 ） に な る ま で

に あ る 休 職 月 等 、 退 職 し た 者 が 属 し て い た 職 員 の 区 分 が 同 一 の 休 職 月 等 が な い 休 職 月 等 に あ つ て は 当 該 休 職 月 等

第 二 条 の 四 の 次 に 次 の 三 条 を 加 え る 。

（ 基 礎 在 職 期 間 に 特 定 の 基 礎 在 職 期 間 が 含 ま れ る 者 の 取 扱 い ）

第 二 条 の 五 退 職 し た 者 の 基 礎 在 職 期 間 に 条 例 第 七 条 第 五 項 各 号 に 掲 げ る 期 間 が 含 ま れ る 場 合 に お け る 条 例 第 六 条 第 一 項 並

び に 前 条 及 び 次 条 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 そ の 者 は 、 当 該 期 間 に 連 続 す る 職 員 と し て の 引 き 続 い た 在 職 期 間 の 初 日 に そ

の 者 が 従 事 し て い た 職 務 と 同 種 の 職 務 に 従 事 す る 職 員 と し て 在 職 し て い た も の と み な す 。

（ 職 員 の 区 分 ）

第 二 条 の 六 退 職 し た 者 は 、 そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 初 日 の 属 す る 月 か ら そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 末 日 の 属 す る 月 ま で の 各

月 ご と に 別 表 の 下 欄 に 掲 げ る そ の 者 の 当 該 各 月 に お け る 区 分 に 対 応 す る 同 表 の 上 欄 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 属 し て い た も の

と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 そ の 者 が 同 一 の 月 に お い て 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る 二 以 上 の 区 分 に 該 当 し て い た と き は 、 そ の 者

は 、 当 該 月 に お い て 、 こ れ ら の 区 分 の そ れ ぞ れ に 対 応 す る 同 表 の 上 欄 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 属 し て い た も の と す る 。

（ 調 整 月 額 に 順 位 を 付 す 方 法 等 ）

第 二 条 の 七 前 条 （ 第 二 条 の 五 の 規 定 に よ り 在 職 し て い た も の と み な さ れ る 場 合 を 含 む 。 ） 後 段 の 規 定 に よ り 退 職 し た 者 が 同

一 の 月 に お い て 二 以 上 の 職 員 の 区 分 に 属 し て い た こ と と な る 場 合 に は 、 そ の 者 は 、 当 該 月 に お い て 、 当 該 職 員 の 区 分 の う

ち 、 調 整 月 額 が 最 も 高 い 額 と な る 職 員 の 区 分 の み に 属 し て い た も の と す る 。

２ 調 整 月 額 の う ち に そ の 額 が 等 し い も の が あ る 場 合 に は 、 そ の 者 の 基 礎 在 職 期 間 の 末 日 の 属 す る 月 に 近 い 月 に 係 る も の を

先 順 位 と す る 。

第 三 条 に 見 出 し と し て 「 （ 勤 続 期 間 の 計 算 ） 」 を 付 す る 。

第 六 条 第 三 項 を 削 る 。

附 則 の 次 に 次 の 別 表 を 加 え る 。

別 表 （ 第 二 条 の 六 関 係 ）

規 則
第 一 号 区 分

第 二 号 区 分

第 三 号 区 分

第 四 号 区 分

第 五 号 区 分

第 六 号 区 分

給 与 条 例 （ 昭 和 二 十 七 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 五 号 。 以 下 「 給 与 条 例 」 と い う 。 ） の 行 政 職 給 料

表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 九 級 で あ つ た も の

給 与 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 八 級 で あ つ た も の

給 与 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 七 級 で あ つ た も の

給 与 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 六 級 で あ つ た も の

一 給 与 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 五 級 で あ つ た も の

二 給 与 条 例 の 技 能 労 務 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 五 級 で あ つ た も の

一 給 与 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 四 級 で あ つ た も の

二 給 与 条 例 の 技 能 労 務 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 四 級 で あ つ た も の
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備 考 一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 に 関 す る 条 例 （ 平 成 十 五 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 条 例 第 六 号 ） 第 二 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 採

用 さ れ た 者 の 職 員 の 区 分 に つ い て は 、 こ の 表 に 掲 げ る 者 と の 権 衡 を 考 慮 し て 決 定 す る も の と す る 。

様 式 第 二 号 を 削 る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 六 年 一 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 職 員 の 退 職 手 当 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 規 定 は 、 こ の 規 則 の 施 行 の 日 以 後 の 退 職 に 係 る 退 職 手

当 に つ い て 適 用 し 、 同 日 前 の 退 職 に 係 る 退 職 手 当 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

平 成 十 九 年 十 月 一 日 以 後 に お け る 退 隠 料 年 額 の 改 定 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を 公 布 す る 。

平 成 二 十 五 年 十 一 月 二 十 九 日

名 古 屋 港 管 理 組 合 管 理 者

名 古 屋 市 長 河 村 た か し

名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 四 号

平 成 十 九 年 十 月 一 日 以 後 に お け る 退 隠 料 年 額 の 改 定 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

平 成 十 九 年 十 月 一 日 以 後 に お け る 退 隠 料 年 額 の 改 定 等 に 関 す る 規 則 （ 平 成 十 二 年 名 古 屋 港 管 理 組 合 規 則 第 十 二 号 ） の 一 部

を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 の 次 に 次 の 一 条 を 加 え る 。

第 二 条 の 二 前 条 の 規 定 に よ り 改 定 さ れ た 普 通 退 隠 料 又 は 扶 助 料 （ 二 十 九 年 条 例 第 二 号 第 四 十 七 条 第 二 号 に 規 定 す る 扶 助 料

を 除 く 。 ） の 年 額 （ 五 十 一 年 条 例 第 八 号 附 則 第 三 項 及 び 前 条 第 二 項 の 規 定 に よ る 加 算 の 年 額 を 含 む 。 以 下 こ の 条 に お い て 同

じ 。 ） に つ い て は 、 平 成 二 十 五 年 十 二 月 分 以 降 、 こ の 条 の 規 定 の 適 用 が な い も の と し た 場 合 に お け る こ れ ら の 年 額 が 国 家 公

務 員 共 済 組 合 法 の 長 期 給 付 に 関 す る 施 行 法 （ 昭 和 三 十 三 年 法 律 第 百 二 十 九 号 ） 第 十 三 条 の 二 第 一 項 に 規 定 す る 控 除 調 整 下

限 額 （ 以 下 「 控 除 調 整 下 限 額 」 と い う 。 ） を 超 え る と き は 、 当 該 年 額 に 十 分 の 九 を 乗 じ て 得 た 額 と す る 。 た だ し 、 そ の 額 が

控 除 調 整 下 限 額 に 満 た な い と き は 、 控 除 調 整 下 限 額 と す る 。

第 三 条 第 一 項 中 「 前 条 」 を 「 前 二 条 」 に 改 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 則 は 、 平 成 二 十 五 年 十 二 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

（ 経 過 措 置 ）

２ 平 成 二 十 五 年 十 一 月 三 十 日 以 前 に 給 与 事 由 の 生 じ た 普 通 退 隠 料 及 び 扶 助 料 の 同 月 分 ま で の 年 額 に つ い て は 、 な お 従 前 の

例 に よ る 。

第 七 号 区 分

第 八 号 区 分

一 給 与 条 例 の 行 政 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 三 級 で あ つ た も の

二 給 与 条 例 の 技 能 労 務 職 給 料 表 の 適 用 を 受 け て い た 者 で そ の 属 す る 職 務 の 級 が 三 級 で あ つ た も の

第 一 号 区 分 か ら 第 七 号 区 分 ま で の い ず れ の 職 員 の 区 分 に も 属 し な い こ と と な る 者
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名古屋港管理組合告示第２５号
平成２５年１１月定例名古屋港管理組合議会の議決を経た平成２５年度名古屋港管理組合補正予算の要領は、次のとおりである。
平成２５年１１月２９日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

平成２５年度名古屋港管理組合一般会計補正予算
平成２５年度名古屋港管理組合一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。
（歳入歳出予算の補正）
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，４００，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ
３４，１２０，０００千円とする。
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出
予算補正」による。
（繰越明許費の補正）
第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、
「第２表 繰越明許費補正」による。
（債務負担行為の補正）
第３条 債務負担行為の補正は、「第３表 債務負担行為補正」による。

第１表 歳入歳出予算補正
（△印は、減額を示す。）

歳 入

歳 出

計補 正 額補 正 前 の 額項款
千円千円千円

６，４０２，７７０３１７，７２６６，０８５，０４４２ 使用料及び手数料

６，４０２，７６０３１７，７２６６，０８５，０３４１ 使 用 料

１，３０６，０７９９０６，０７９４００，０００７ 繰 越 金

１，３０６，０７９９０６，０７９４００，０００１ 繰 越 金

３，５１２，３１７１７６，１９５３，３３６，１２２８ 諸 収 入

５７５，０１４１７６，１９５３９８，８１９６ 雑 入

３４，１２０，０００１，４００，０００３２，７２０，０００歳 入 合 計

計補 正 額補 正 前 の 額項款
千円千円千円

２，４６３，５２８１２５，７６５２，３３７，７６３２ 総 務 費

２，３９５，５０８１２５，７６５２，２６９，７４３１ 総 務 管 理 費

１，０３８，２５５△３３，０００１，０７１，２５５３ 企 画 調 整 費

１２２，０５２△３３，０００１５５，０５２２ 調 査 費

３，３２３，６３９６８，５１０３，２５５，１２９４ 港 営 費

１，９１０，８７１６８，５１０１，８４２，３６１２ 運 営 費

１１，７４３，２２５１８６，５９１１１，５５６，６３４５ 建 設 費

１０，２２８，６８６１８６，５９１１０，０４２，０９５２ 整 備 費

１５，２９８，１３４１，０５２，１３４１４，２４６，０００６ 公 債 費

１５，２９８，１３４１，０５２，１３４１４，２４６，０００１ 公 債 費

３４，１２０，０００１，４００，０００３２，７２０，０００歳 出 合 計

告 示
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第 表 繰越明許費補正

第 表 債務負担行為補正

平成 年度名古屋港管理組合基金特別会計補正予算
平成 年度名古屋港管理組合基金特別会計の補正予算は、次に定めるところによる。
（歳入歳出予算の補正）
第 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ ， 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ ， ，
千円とする。
歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第 表 歳入歳出

予算補正」による。

第 表 歳入歳出予算補正
（△印は、減額を示す。）

歳 入

金 額事 業 名項款
千円

整 備 費建 設 費

，飛 島 ふ 頭 道 路 整 備 費

，北 浜 ふ 頭 埋 立 整 備 費

，飛島ふ頭荷さばき地補修費

，ガ ー デ ン ふ 頭 桟 橋 補 修 費

，暫 定 魚 釣 り 施 設 整 備 費

，国直轄事業港湾管理者負担金

補 正 後補 正 前
事 項

限 度 額期 間限 度 額期 間
千円千円

，平成 年度～平成 年度－－コンテナ機能効率化事業費

，平 成 年 度－－港 内 橋 梁 補 修 費

，平 成 年 度，平 成 年 度中 川 口 通 船 門 補 修 費

計補 正 額補 正 前 の 額項款
千円千円千円

，，，水族館振興基金収入

，△，財 産 収 入

，，寄 附 金

，，－繰 入 金

，，，海事文化振興基金収入

△財 産 収 入

，，，繰 入 金

，，，環境振興基金収入

，△，財 産 収 入

，，－繰 入 金

， ，，，歳 入 合 計
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歳 出

平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計補正予算
（総 則）
第１条 平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。
（収益的収入及び支出）
第２条 平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を、次
のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）
支 出

第１款 埋 立 事 業 費 用 ３９８，０００千円 ２３，０００千円 ４２１，０００千円
第１項 営 業 費 用 ３６５，０３９千円 ２３，０００千円 ３８８，０３９千円
（資本的収入及び支出）
第３条 予算第４条に定めた資本的支出の予定額を、次のとおり補正し、かっこ書の「１，４３３，０００千円」を「１，１２２，０００千円」
に改める。

（△印は、減額を示す。）
（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

支 出
第１款 資 本 的 支 出 １，９１９，０００千円 △３１１，０００千円 １，６０８，０００千円
第２項 西部地区埋立事業費 １，５４１，３００千円 △３１１，０００千円 １，２３０，３００千円

計補 正 額補 正 前 の 額項款
千円千円千円

７５０，７００１３５，７００６１５，０００１ 水 族 館 振 興 基 金

１３８，５００１３５，７００２，８００１ 積 立 金

１６３，０００１５６，４００６，６００２ 海事文化振興基金

１６３，０００１５６，４００６，６００１ 積 立 金

１０４，１００２４，７００７９，４００３ 環 境 振 興 基 金

２６，１００２４，７００１，４００１ 積 立 金

１，０１７，８００３１６，８００７０１，０００歳 出 合 計
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名古屋港管理組合告示第２６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び名古屋港管理組合財政状況の公表に関する条例（平成１３年名

古屋港管理組合条例第５号）の規定に基づき、平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日までの期間における名古屋港管理組
合の財政状況を次のとおり公表する。

平成２５年１１月２９日
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長 河村 たかし

名古屋港管理組合の財政の状況
１ 平成２５年度予算の執行状況（平成２５年９月３０日現在）
敢 一般会計

歳 入

備 考収 入 済 額予 算 現 額歳 入 区 分
円円

２，４６１，５２４，９２１１１，４１６，８０６，９５３分 担 金 及 び 負 担 金

３，１００，４２６，１４８６，０８５，０４４，０００使 用 料 及 び 手 数 料

１００，８１０，０００２，１５６，６８１，９００国 庫 支 出 金

３，５０１，５４７，８６１５，９８０，０２９，０００財 産 収 入

０１０，０００寄 附 金

１５３，０００，０００６９０，２００，０００繰 入 金

１，４９０，４６４，９４７５８４，３８５，１４８繰 越 金

１，２７１，８６５，６８７３，４６７，６６２，２６９諸 収 入

０６，２０６，３００，０００組 合 債

１２，０７９，６３９，５６４３６，５８７，１１９，２７０歳 入 合 計

歳 出

備 考支 払 済 額予 算 現 額歳 出 区 分
円円

６８，７０３，００８１５３，２１９，０００議 会 費

７５７，２０２，２５５２，４３２，１９３，０００総 務 費

４１７，７３９，９８０１，０８５，２５５，０００企 画 調 整 費

１，４７２，６４６，８６０３，２５５，１２９，０００港 営 費

２，６０５，２７５，７２３１５，３１５，３２３，２７０建 設 費

６，４１３，１４６，０７０１４，２４６，０００，０００公 債 費

０１００，０００，０００予 備 費

１１，７３４，７１３，８９６３６，５８７，１１９，２７０歳 出 合 計

※予算現額には、前年度からの繰越額を含む。
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柑 特別会計

２ 財産の状況（平成２５年９月３０日現在）

歳 入

備 考収 入 済 額予 算 現 額歳 入 区 分
円円

７８，００６，２１０６１５，０００，０００水族館振興基金収入

１，７９２６，６００，０００海事文化振興基金収入

７８，２２１，７６８７９，４００，０００環 境 振 興 基 金 収 入

１５６，２２９，７７０７０１，０００，０００歳 入 合 計

歳 出

備 考支 払 済 額予 算 現 額歳 出 区 分
円円

７５，００６，２１０６１５，０００，０００水 族 館 振 興 基 金

１，７９２６，６００，０００海 事 文 化 振 興 基 金

７８，２２１，７６８７９，４００，０００環 境 振 興 基 金

１５３，２２９，７７０７０１，０００，０００歳 出 合 計

現 在 高区 分

公 有 財 産

９，５０１，２２８．８７㎡土 地

１６５，８１８．９２㎡建 物

－山 林

船舶２隻等動 産

１５４．８６㎡物 権

３件無 体 財 産 権

７，７０４，５００，０００円有 価 証 券

１５３，０００，０００円出 資 に よ る 権 利

－不動産の信託の受益権

４４４件物 品

１８，１１９，９５８，６４０円債 権

２，４４２，４８７，５１０円基 金
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３ 組合債等の現在高（平成２５年９月３０日現在）

４ 一時借入金の現在高（平成２５年９月３０日現在）

名古屋港管理組合告示第２７号
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２及び名古屋港管理組合港湾整備事業の設置等に関する条例（昭和４１
年名古屋港管理組合条例第１２号）第７条の規定に基づき、施設運営事業及び埋立事業の平成２５年４月１日から平成２５年９月
３０日までの期間における業務の状況を次のとおり公表する。

平成２５年１１月２９日
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長 河村 たかし

名古屋港管理組合施設運営事業会計の業務の状況
１ 事業の概況
敢 経営業務

この期間中における各事業の収益額及び提供施設量は、次のとおりである。

（注）提供施設量は、平成２５年９月３０日現在の数量であり、面積は、有効面積である。
柑 建設改良事業
ア 上屋整備事業

金城ふ頭５号上屋屋根裏改修工事を施工し、金城ふ頭６号上屋屋根裏改修工事に着手した。
イ 貯木場整備事業

木場金岡ふ頭貯木場こう門受変電設備の改修工事を施工予定である。
ウ 荷役機械整備事業

飛島ふ頭変電所第２期電圧変動補償装置の改修工事を施工し、飛島ふ頭北４号起重機電気設備の改修工事を施工中
である。

現 在 高区 分
円

公 共 事 業 等 債 ６８，２７９，２９９，１７３

４７１，７００，０００緊急防災・減災事業債

１３，０８１，３８３，２８７港 湾 整 備 事 業 債

６，３０３，４９７，７６６単 独 事 業 債

１１，１１３，４２５，６４０転 貸 債

９９，２４９，３０５，８６６計

現 在 高借 入 限 度 額区 分
円円

０４，０００，０００，０００一 般 会 計

提 供 施 設 量収 益 額区 分
円

（ ９１，０９３㎡）２３棟一般使用４１５，７４８，０２２上 屋 運 営 事 業
（ ３８，０８８㎡）１６棟専用使用
（ ５０３，４５０㎡）１か所一般使用２３０，０７６，０４０貯 木 場 運 営 事 業
（ ９９５，４３０㎡）７か所専用使用

９基５１４，６６５，６８６荷 役 機 械 運 営 事 業
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２ 経理の状況
平成２５年９月３０日現在の合計残高試算表は、次のとおりである。

施設運営事業会計合計残高試算表
平成２５年９月３０日現在

貸 方
勘 定 科 目

借 方

残 高合 計当 期当 期合 計残 高
円円円円円円

１９，７７８，７５９，９７６９８０，９８０固 定 資 産４８，５５６，９３１３１，４６１，８９６，９２５１１，６８３，１３６，９４９

１９，７７８，７５９，９７６９８０，９８０有形固定資産４８，５５６，９３１３１，４０６，３６５，５０５１１，６２７，６０５，５２９

無形固定資産５５，５３１，４２０５５，５３１，４２０

２，７４０，１５１，００１２，７４０，１５１，００１流 動 資 産２，４７４，２０８，０８５６，０６１，７２７，２３０３，３２１，５７６，２２９

１，４８９，５６７，５０４１，４８９，５６７，５０４現 金 ・ 預 金１，２５０，５８３，４９７４，５６９，７５０，７６６３，０８０，１８３，２６２

１，２５０，５８３，４９７１，２５０，５８３，４９７未 収 金１，２１２，６７３，４８８１，４５８，６３５，３６４２０８，０５１，８６７

貯 蔵 品５，３７０，０００５，３７０，０００

前 払 金１５，６２０，０００１５，６２０，０００

その他流動資産１０，９５１，１００１２，３５１，１００１２，３５１，１００

２６，７８０，８２４１，５３１，３８２，０３０８２９，６０８，２１２流 動 負 債１，５０４，６０１，２０６１，５０４，６０１，２０６

１１，０７９，３８４１，５００，６４６，８８８８１５，４５５，７６７未 払 金１，４８９，５６７，５０４１，４８９，５６７，５０４

１５，７０１，４４０３０，７３５，１４２１４，１５２，４４５その他流動負債１５，０３３，７０２１５，０３３，７０２

８，２７９，５８９，２８３８，３８４，０９９，７２２資 本 金１０４，５１０，４３９１０４，５１０，４３９

８，１７３，１１０，９１５８，１７３，１１０，９１５自 己 資 本 金

１０６，４７８，３６８２１０，９８８，８０７借 入 資 本 金１０４，５１０，４３９１０４，５１０，４３９

６，１３７，２０６，６０３６，１３７，２０６，６０３剰 余 金

５，６００，９３０，９０９５，６００，９３０，９０９資 本 剰 余 金

５３６，２７５，６９４５３６，２７５，６９４利 益 剰 余 金

１，１９８，５２１，０４３１，１９８，５２１，０４３１，１９８，５２１，０４３施設運営事業収益

１，１９７，３２５，８７３１，１９７，３２５，８７３１，１９７，３２５，８７３営 業 収 益

１，１９５，１７０１，１９５，１７０１，１９５，１７０営 業 外 収 益

２，４１８２，４１８施設運営事業費用６３７，３８６，９９３６３７，３８６，９９３６３７，３８４，５７５

１５８１５８営 業 費 用６３３，４０９，５５７６３３，４０９，５５７６３３，４０９，３９９

２，２６０２，２６０営 業 外 費 用３，９７７，４３６３，９７７，４３６３，９７５，１７６

１５，６４２，０９７，７５３３９，７７０，１２２，７９３４，７６９，２６３，６５４合 計４，７６９，２６３，６５４３９，７７０，１２２，７９３１５，６４２，０９７，７５３
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３ 平成２４年度施設運営事業会計の決算の状況
敢 総括事項

平成２４年度における本事業の経営状況は、約２億２，５００万円の利益を計上した。
提供施設量は、上屋４１棟（一般使用２３棟・有効面積９１，０９３㎡、専用使用１８棟・同３９，１８６㎡）、貯木場８か所（水面貯木
場６か所・有効面積１，３１５，６９９㎡、陸上貯木場１か所・同１１１，１８３㎡、製材品置場１か所６棟・同７１，９９８㎡）、荷役機械１０
基である。
また、建設改良事業は総額５７２，９７６，４２８円で、主な整備状況としては、飛島ふ頭南４号起重機電装品の改修工事、飛島

ふ頭南３号起重機の起伏ブーム改修工事を施工し、金城ふ頭５号上屋屋根裏の改修工事に着手した。
柑 収益的収入及び支出
ア 収 入

備 考予算額に比べ執行済
額 の 増 （ △ ） 減執 行 済 額予 算 額区 分

うち、仮受消費税
及び地方消費税

円円円

１１７，１６７，１５１円１０５，０８９，８２３２，５８９，０８９，８２３２，４８４，０００，０００第１款 施設運営事業収益

１１７，１５０，７４６円９９，６８９，３１２２，５８１，１８２，３１２２，４８１，４９３，０００第１項 営 業 収 益

１６，４０５円５，４２０，５１１７，９０７，５１１２，４８７，０００第２項 営 業 外 収 益

△２０，００００２０，０００第３項 特 別 利 益

イ 支 出

備 考不 用 額執 行 済 額予 算 額区 分

うち、仮払消費税
及び地方消費税

円円円

４８，８４８，６２７円１６７，８４６，２３６２，３２２，３９０，７６４２，４９０，２３７，０００第１款 施設運営事業費用

４８，８４８，２００円１６２，６１８，１８６２，２２５，０４８，８１４２，３８７，６６７，０００第１項 営 業 費 用

４２７円２，４６６６３，７６７，５３４６３，７７０，０００第２項 営 業 外 費 用

１０，５８４３３，５７４，４１６３３，５８５，０００第３項 特 別 損 失

５，２１５，００００５，２１５，０００第４項 予 備 費

ウ 損益計算書
（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで）

貸 方借 方

金 額科 目金 額科 目
円円

２，４７１，９２２，６７２施設運営事業収益２，２４６，６６５，０３７施設運営事業費用
２，４６４，０３１，５６６営 業 収 益２，１９３，１２８，１１４営 業 費 用

７，８９１，１０６営 業 外 収 益１９，９６２，５０７営 業 外 費 用
０特 別 利 益３３，５７４，４１６特 別 損 失

２２５，２５７，６３５当 年 度 純 利 益

２，４７１，９２２，６７２計２，４７１，９２２，６７２計
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桓 資本的収入及び支出

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 ， ， 円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
， ， 円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ， ， 円及び過年度分損益勘定留保資金
， ， 円で補てんした。

名古屋港管理組合埋立事業会計の業務の状況
事業の概況
土地造成事業
本年度の主な業務は、用地整備として ， 釈を予定し、現在鋭意施行中である。
経理の状況
平成 年 月 日現在の合計残高試算表は、次のとおりである。

ア 収 入

備 考予算額に比べ執行済
額 の 増 （ △ ） 減執 行 済 額予 算 額区 分

うち、仮受消費税
及び地方消費税

円円円

， 円△ ，， ，， ，第 款 資 本 的 収 入

， 円， ，， ，第 項 固 定 資 産
売 却 代 金

△ ，，第 項 寄 附 金

△ ，，第 項 そ の 他
資 本 的 収 入

イ 支 出

備 考不 用 額執 行 済 額予 算 額区 分

うち、仮払消費税
及び地方消費税

円円円

， ， 円， ，， ，， ， ，第 款 資 本 的 支 出

， ， 円， ，， ，， ，第 項 建 設 改 良 費

， 円，， ，， ，第 項 固 定 資 産
購 入 費

，， ，， ，第 項 企業債償還金

ウ 貸借対照表
（平成 年 月 日）

貸 方借 方

金 額科 目金 額科 目
円円

， ，流 動 負 債， ， ，固 定 資 産
， ，未 払 金， ， ，有 形 固 定 資 産
， ，その他流動負債， ，無 形 固 定 資 産

， ， ，資 本 金， ， ，流 動 資 産
， ， ，自 己 資 本 金， ， ，現 金 ・ 預 金

， ，借 入 資 本 金， ，未 収 金
， ， ，剰 余 金， ，貯 蔵 品
， ， ，資 本 剰 余 金， ，前 払 金

， ，利 益 剰 余 金， ，その他流動資産

， ， ，負債資本合計， ， ，資 産 合 計
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埋立事業会計合計残高試算表
平成２５年９月３０日現在

貸 方
勘 定 科 目

借 方

残 高合 計当 期当 期合 計残 高
円円円円円円

６，５１８，２４８２，０８４，４９０固 定 資 産３，０３４，５５５６，１０１，５４１，４９９６，０９５，０２３，２５１

６，５１８，２４８２，０８４，４９０有形固定資産３，０３４，５５５７，８９７，７４９１，３７９，５０１

投 資６，０９３，６４３，７５０６，０９３，６４３，７５０

３８，０１６，２５１，６９３２７４，０９５，２７１土 地 造 成４２９，８８１，４１２１１３，４１５，９７４，３３４７５，３９９，７２２，６４１

完 成 土 地７８６，６７９，７７８７８６，６７９，７７８

３８，０１６，２５１，６９３２７４，０９５，２７１未 成 土 地４２９，８８１，４１２１１２，６２９，２９４，５５６７４，６１３，０４２，８６３

１，８０６，７０１，４２４１，８０６，７０１，４２４流 動 資 産１，１１６，１３１，３９４１３，１３６，６２０，４４９１１，３２９，９１９，０２５

１，４８１，７３３，３９１１，４８１，７３３，３９１現 金 ・ 預 金３２４，９６８，０３３１２，３１６，７０９，７６７１０，８３４，９７６，３７６

３２４，９６８，０３３３２４，９６８，０３３未 収 金４３３，５１２，１６１４３５，２６３，４８２１１０，２９５，４４９

有 価 証 券２９９，９２９，５００２９９，９２９，５００２９９，９２９，５００

前 払 金５７，７２１，７００８３，３１７，７００８３，３１７，７００

その他流動資産１，４００，０００１，４００，０００

５９，８７０，１４５，０６１５９，８７０，１４５，０６１５，０００固 定 負 債

５９，４５３，７９５，０６１５９，４５３，７９５，０６１前 受 金

４１６，３５０，０００４１６，３５０，０００５，０００その他固定負債

４９，７００，２７０１，５４１，７０７，０７２９２７，９２１，３６７流 動 負 債１，４９２，００６，８０２１，４９２，００６，８０２

３４，５８９，８３０１，５１６，３２３，２２１９１８，２７０，２０３未 払 金１，４８１，７３３，３９１１，４８１，７３３，３９１

１５，１１０，４４０２５，３８３，８５１９，６５１，１６４その他流動負債１０，２７３，４１１１０，２７３，４１１

３１，９３９，４３７，１９０３１，９３９，４３７，１９０資 本 金

３１，９３９，４３７，１９０３１，９３９，４３７，１９０自 己 資 本 金

９３５，１３５，７８５９３５，１３５，７８５剰 余 金

３，１０８，８９４３，１０８，８９４資 本 剰 余 金

９３２，０２６，８９１９３２，０２６，８９１利 益 剰 余 金

１４９，７６０，７２６１４９，７６０，７２６１４９，７６０，７２６埋立事業収益

１４９，７６０，７２６１４９，７６０，７２６１４９，７６０，７２６営 業 外 収 益

埋立事業費用１１９，５１４，１１５１１９，５１４，１１５１１９，５１４，１１５

営 業 費 用９８，６２８，１３５９８，６２８，１３５９８，６２８，１３５

営 業 外 費 用２０，８８５，９８０２０，８８５，９８０２０，８８５，９８０

９２，９４４，１７９，０３２１３４，２６５，６５７，１９９３，１６０，５６８，２７８合 計３，１６０，５６８，２７８１３４，２６５，６５７，１９９９２，９４４，１７９，０３２
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３ 平成２４年度埋立事業会計の決算の状況
敢 総括事項

本年度の建設改良工事は、主に南部地区では橋梁点検調査を、西部地区においては用地整備を、また、南５区におい
ては橋梁点検調査を行った。
また経営状況は、約２，５００万円の利益を計上した。

ア 造成事業
主な事業は、南部地区においては、橋梁点検調査を行った。
西部地区においては、西部第２貯木場跡地において、用地整備工事を行った。
南５区においては、橋梁点検調査を行った。

イ 土地売却状況
本年度の新たな土地売却はなかった。
なお現在までの南部及び西部地区の売却状況は、売却予定面積２４，６００，７９４．５８㎡に対して９８．１５％となっている。

柑 収益的収入及び支出
ア 収 入

備 考予算額に比べ執行済
額 の 増 （ △ ） 減執 行 済 額予 算 額区 分

うち、仮受消費税
及び地方消費税

円円円

２，６９２，６６０円６，８９４，７１１２９３，８９４，７１１２８７，０００，０００第１款 埋立事業収益

２，６９２，６６０円６，９２４，７１１２９３，８９４，７１１２８６，９７０，０００第１項 営 業 外 収 益

△３０，００００３０，０００第２項 特 別 利 益

イ 支 出

備 考不 用 額執 行 済 額予 算 額区 分

うち、仮払消費税
及び地方消費税

円円円

４６７，９７１円４８，６２８，８７７２６５，３７１，１２３３１４，０００，０００第１款 埋立事業費用

４６７，９１９円３６，５６０，５７７２４５，９７０，４２３２８２，５３１，０００第１項 営 業 費 用

５２円２，０３８，３００１９，４００，７００２１，４３９，０００第２項 営 業 外 費 用

３０，００００３０，０００第３項 特 別 損 失

１０，０００，００００１０，０００，０００第４項 予 備 費

ウ 損益計算書
（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで）

貸 方借 方

金 額科 目金 額科 目
円円

２９０，４０５，９８９埋立事業収益２６４，９０３，１５２埋立事業費用
２９０，４０５，９８９営 業 外 収 益２４５，５０２，５０４営 業 費 用

１９，４００，６４８営 業 外 費 用
２５，５０２，８３７当 年 度 純 利 益

２９０，４０５，９８９計２９０，４０５，９８９計
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桓 資本的収入及び支出

イ 支 出

備 考不 用 額翌年度繰越額執 行 済 額予 算 額区 分

うち、仮払消費税
及び地方消費税

円円円円

３，２４９，２９１円１０５，８５１，４９９３５９，６１５，０００１，１７６，０７５，５０１１，６４１，５４２，０００第１款 資 本 的 支 出

１４，０１０円５，２３３，１０２０１３，９６６，８９８１９，２００，０００第１項 南 部 地 区
埋 立 事 業 費

２，８６６，７２３円６７，９３２，７２１１５８，７０９，０００８５８，０００，２７９１，０８４，６４２，０００第２項 西 部 地 区
埋 立 事 業 費

３５，５１７円１８，００５，７１４０２９，４９４，２８６４７，５００，０００第３項 南 ５ 区
埋 立 事 業 費

３３３，０４１円１４，６７９，７６２２００，９０６，０００２４５，０４４，２３８４６０，６３０，０００第４項 総 係 費

２０００２９，５６９，８００２９，５７０，０００第５項 雑 支 出

ウ 貸借対照表
（平成２５年３月３１日）

貸 方借 方

金 額科 目金 額科 目
円円

５９，８７０，１４０，０６１固 定 負 債６，０９４，０７３，１８６固 定 資 産

５９，４５３，７９５，０６１前 受 金４２９，４３６有 形 固 定 資 産

４１６，３４５，０００そ の 他 固 定 負 債６，０９３，６４３，７５０投 資

６１３，７８５，７０５流 動 負 債７５，２４３，９３６，５００土 地 造 成

５９８，０５３，０１８未 払 金７８６，６７９，７７８完 成 土 地

１５，７３２，６８７そ の 他 流 動 負 債７４，４５７，２５６，７２２未 成 土 地

３１，９３９，４３７，１９０資 本 金１２，０２０，４８９，０５５流 動 資 産

３１，９３９，４３７，１９０自 己 資 本 金１１，９９１，７４１，７３４現 金 ・ 預 金

９３５，１３５，７８５剰 余 金１，７５１，３２１未 収 金

３，１０８，８９４資 本 剰 余 金２５，５９６，０００前 払 金

９３２，０２６，８９１利 益 剰 余 金１，４００，０００そ の 他 流 動 資 産

９３，３５８，４９８，７４１負 債 資 本 合 計９３，３５８，４９８，７４１資 産 合 計

ア 収 入

備 考予算額に比べ執行済
額 の 増 （ △ ） 減執 行 済 額予 算 額区 分

うち、仮受消費税
及び地方消費税

円円円

２２８，５４０円５，６９７，７４３１，４９４，６９７，７４３１，４８９，０００，０００第１款 資 本 的 収 入

２２８，５４０円５，６９７，３４３３８５，０８２，３４３３７９，３８５，０００第１項 雑 収 入

４００１，１０９，６１５，４００１，１０９，６１５，０００第２項 貸付金返還金
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名古屋港管理組合告示第２８号
地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定に基づき、平成２４年度決算に基づ

く名古屋港管理組合公営企業の資金不足比率を次のとおり公表する。
平成２５年１１月２９日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

平成２４年度決算に基づく名古屋港管理組合公営企業の資金不足比率

備考
１ 資金不足比率の「－」は、資金不足額がないことを示す。
２ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令第１９条に定める資金不足比率の経営健全化基準は２０％である。

名古屋港管理組合告示第２９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者を平成２５年１１月１５日に次のとおり指定した。
平成２５年１１月２９日

名古屋港管理組合管理者
名古屋市長 河村 たかし

指定に係る施設の名称、指定の相手方及び指定の期間

資 金 不 足 比 率会 計 の 名 称

％

－施 設 運 営 事 業 会 計

－埋 立 事 業 会 計

指定の期間指定の相手方施 設 の 名 称

平成２６年４月１日から
平成３０年３月３１日まで

知多市八幡字小根１４番地の２９
株式会社日誠
代表取締役 尾之内 誠嗣

新舞子マリンパーク、南浜緑地及び北浜緑地

平成２６年４月１日から
平成３０年３月３１日まで

豊田市錦町一丁目９５番地
ホーメックス株式会社
代表取締役 餅原 幹也

中川口緑地、堀川東緑地、大手ふ頭緑地、稲永緑地、金城
ふ頭中央緑地、新宝緑地及び船見緑地

平成２６年４月１日から
平成３０年３月３１日まで

名古屋市港区港陽一丁目１番６９号
公益財団法人
名古屋港緑地保全協会
理事長 鈴木 泰治

富浜緑地（名古屋港ゴルフ倶楽部（富浜コース）及び同施
設外周のサイクリングロードを除く。）、金岡緑地、木場東
緑地、木場南広場、楠広場、楠緑地、楠南広場及び東浜中
央緑地

平成２６年４月１日から
平成３０年３月３１日まで

名古屋市港区港陽一丁目１番６９号
公益財団法人
名古屋港緑地保全協会
理事長 鈴木 泰治

名古屋港ゴルフ倶楽部（富浜コース）及び同施設外周のサ
イクリングロード

平成２６年４月１日から
平成３０年３月３１日まで

名古屋市港区港町１番３号
公益財団法人
名古屋みなと振興財団
理事長 山田 孝嗣

名古屋港ポートビル及びガーデンふ頭臨港緑園

平成２６年４月１日から
平成３４年３月３１日まで

名古屋市港区港町１番３号
公益財団法人
名古屋みなと振興財団
理事長 山田 孝嗣

名古屋港水族館
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名古屋港管理組合告示第３０号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定に基づき、平成２６年度及び平

成２７年度において名古屋港管理組合が発注する建設工事及び設計・測量・建設コンサルタント等業務（船舶製造を除く。）の
一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加する者に必要な資格及び資格審査のインターネットを利
用した申請について、次のように定める。

平成２５年１１月２９日
名古屋港管理組合管理者

名古屋市長 河村 たかし

第１ 競争入札に参加することができない者
次の各号の一に該当する者は競争入札に参加することができない。

１ 地方自治法施行令第１６７条の４第１項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合を含む。）の規定に該当する者
２ 建設工事にあっては、発注工事の種類に対応する業種について、建設業法（昭和２４年法律第１００号）の規定に基づく許
可を受けていない者。ただし、同法第３条第４項の規定により、許可の更新の申請をしている場合において許可の有効
期間の満了後もなおその効力を有するとされている者は、この限りでない。

３ 建設工事にあっては、建設業法第２７条の２９に規定する総合評定値の通知（定時受付は審査基準日が平成２４年７月１日
から平成２５年６月３０日の間までのもの（決算期の変更等により審査基準日が上記期間に該当しない場合で、申請時に変
更後の審査基準日における総合評定値の通知があるときを除く。）、随時受付は申請日をさかのぼって審査基準日が１年
７ヶ月以内にあるもの）を受けていない者

４ 建築設計にあっては建築士法（昭和２５年法律第２０２号）の規定に基づく建築士事務所の、一般測量又は航空写真測量に
あっては測量法（昭和２４年法律第１８８号）の規定に基づく測量業者の登録を受けていない者

５ その他営業に関し、法令の規定により必要とされる登録等を受けていない者
６ 入札参加資格審査申請に関し故意に虚偽の事項を申請した者
７ 名古屋港管理組合が指定する国税及び愛知県税が未納である者

第２ 入札参加資格審査の申請方法
競争入札に参加する資格の審査を受けようとする者は、次に掲げるところによりインターネットを利用して入札参加

資格審査の申請をしなければならない。
１ 受付期間
敢 定時受付
平成２６年１月６日（月）～平成２６年２月１７日（月）
平日（日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

から午後８時まで
柑 随時受付
平成２６年４月１日（火）～平成２８年１月２９日（金）
平日（日曜日、土曜日及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日並びに国民の祝日に関する法律に規定する休日を

除く。）の午前８時から午後８時まで
２ 申請方法
敢 申請者は「あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）」（以下「電子システム」という。）により申請すること。
ＵＲＬ：ｈｔｔｐｓ：／／ｗｗｗ．ｃｈｏｔａｔｓｕ．ｅ－ａｉｃｈｉ．ｊｐ／ｐｏｒｔａｌ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ

柑 申請方法の詳細については、電子システムのウェブサイトにおいて示す「あいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ
／ＥＣ）利用規約」及び操作手引書による。

第３ 資格審査
１ 資格審査は、第１の競争入札に参加することができない者に該当しないことを調査する。
２ 土木、建築等の等級区分を設定している業種については、その総合評定値からいずれかの等級に格付けする。

第４ 資格の有効期間
入札参加資格決定の日（定時受付は、平成２６年４月１日（火））から平成２８年３月３１日（木）までとする。ただし、平

成２８年４月１日（金）以降新たに入札参加資格者を決定するまでの間は、従前の入札参加資格は、なおその効力を有す
る。

第５ 資格の取消し
競争入札の参加資格を有する者が、次の各号の一に該当するにいたった場合においては、当該資格を取り消し、その

事実があった後２年間、競争入札に参加させないことがある。また、その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札
代理人として使用する者についても同様とする。

１ 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした
者

２ 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得
るため連合した者

３ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者
４ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を
妨げた者

５ 正当な理由がなく契約を締結又は履行しなかった者
６ 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用
人として使用した者

第６ その他
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１ 入札参加資格者名簿及び入札結果をウェブサイトで公表する予定である。
２ 申請後、確認のため申請内容を証明する書面の提示（提出）を求めることがあるので、申請は必ず書面で証明できる
内容で行うこと。
３ 平成２６年度及び平成２７年度の入札参加資格決定の日までに行う競争入札については、なお従前の例による。
４ 入札参加資格申請要領については名古屋港のホームページに掲載する。
ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｐｏｒｔ－ｏｆ－ｎａｇｏｙａ．ｊｐ／

１１月５日招集された定例名古屋港管理組合議会は、会期を７日間と決定し、１１日議事終了閉会した。
付議事件等及びその結果は、下記のとおりである。

記
１ 一般会計・特別会計決算特別委員会の設置 可 決
２ 一般会計・特別会計決算特別委員会委員の選任

佐 波 和 則
山 田 ま な
加 藤 修
寺 西 むつみ
佐 藤 健 一
平 岩 登
安 藤 正 明
堀 嵜 純 一
須 蒼 か ん
中 里 高 之
坂 野 公 壽
木 藤 俊 郎
山 口 清 明
久 野 浩 平

３ 公営企業会計決算特別委員会の設置 可 決
４ 公営企業会計決算特別委員会委員の選任

渡 辺 房 一
藤 原 宏 樹
西 川 厚 志
中 根 義 高
石 宅 吾歩路
林 なおき
金 庭 宜 雄
園 田 晴 夫
高 桑 敏 直
丹 羽 ひろし
舟 橋 猛
澤 田 丸四郎
堀 場 章
三 輪 芳 裕
黒 川 節 男

また、各決算特別委員会の委員長及び副委員長は、各委員会において互選の結果、次のとおり決定された。
一般会計・特別会計決算特別委員会 委 員 長 中 里 高 之

副委員長 安 藤 正 明
公営企業会計決算特別委員会 委 員 長 西 川 厚 志

副委員長 三 輪 芳 裕
５ 平成２５年度名古屋港管理組合一般会計補正予算 原案可決
６ 平成２５年度名古屋港管理組合基金特別会計補正予算 原案可決
７ 平成２５年度名古屋港管理組合埋立事業会計補正予算 原案可決
８ 特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正について 原案可決
９ 特別職の職員及び職員の給与の特例に関する条例の一部改正について 原案可決
１０ 職員の退職手当に関する条例の一部改正について 原案可決
１１ 工事請負契約の締結について（稲永ふ頭廃棄物埋立護岸築造工事（その８）） 原案可決
１２ 工事請負契約の締結について（鍋田ふ頭進入道路３号橋（仮称）上部築造工事（その２）） 原案可決
１３ 工事請負契約の締結について（鍋田ふ頭進入道路高架部上部築造工事（その３）） 原案可決
１４ 指定管理者の指定について（新舞子マリンパーク、南浜緑地及び北浜緑地） 原案可決
１５ 指定管理者の指定について（中川口緑地始め７緑地） 原案可決
１６ 指定管理者の指定について（富浜緑地（名古屋港ゴルフ倶楽部（富浜コース）等を除く。）始め８緑地） 原案可決

議 会 事 項
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１７ 指定管理者の指定について（名古屋港ゴルフ倶楽部（富浜コース）等） 原案可決
１８ 指定管理者の指定について（名古屋港ポートビル及びガーデンふ頭臨港緑園） 原案可決
１９ 指定管理者の指定について（名古屋港水族館） 原案可決
２０ 平成２４年度名古屋港管理組合一般会計歳入歳出決算 閉会中継続審査
２１ 平成２４年度名古屋港管理組合基金特別会計歳入歳出決算 閉会中継続審査
２２ 平成２４年度名古屋港管理組合施設運営事業会計決算 閉会中継続審査
２３ 平成２４年度名古屋港管理組合埋立事業会計決算 閉会中継続審査
２４ 各常任委員会における閉会中の継続調査について 可 決
２５ 議員派遣について 可 決

発行所 名古屋市港区港町１番１１号

名古屋港管理組合


